
環境管理部会の審議状況等について

平成２５年４月
環 境 管 理 課

１ 所掌事務

「 、 、 、 、大気汚染防止 公共用水域及び地下水の水質汚濁防止 土壌汚染防止 騒音防止
振動防止、地盤沈下防止、悪臭防止に関すること」
（関係例規）京都府環境審議会条例（第７条 、京都府環境審議会運営要領（第３条））

２ 前任期（H23.3.23～H25.3.22）中の審議状況等

部会開催日:平成23年６月20日、８月４日、９月21日、11月７日
平成24年９月５日、11月13日

項 目 内 容

諮 問：平成23年７月12日水質汚濁防止法に基づく総量削減
答 申：平成23年11月15日計画及び総量規制基準の策定につ
（審議内容）いて
環境大臣が定めた総量削減基本方針に基づ

き、汚濁負荷量の削減目標量等を見直した第
７次総量削減計画を策定し、特定事業場に対水質汚濁防止法第４条の３及び

する総量規制基準を設定。第４条の５

諮 問：平成24年 8月２日京都府環境を守り育てる条例施行
答 申：平成24年12月14日規則（汚水に係る規制基準及び地
（審議内容）下浸透禁止物質）の一部改正につ

水質汚濁防止法施行令等の一部改正によいて
り特定事業場の排出水に係る有害物質及び
排水基準が追加されたことに伴い、条例に
基づき、府が独自に規制を行っている事業
場の規制基準等を見直し
・ 排水に係る規制の追加
・ 地下浸透禁止物質の追加

諮 問：平成23年６月３日京都府環境影響評価条例の一部改
答 申：平成23年11月７日(第一次 )正について ※下線部分

（審議内容）
環境影響評価法の改正を受け、条例改正。
・ 環境影響評価への住民理解の向上
・ 法手続における府の関与の見直し
・ 風力発電所の対象事業追加（規則）
・ 戦略的環境アセスメントの導入

３ 平成２５年度の予定

項 目 内 容

条例への戦略的環境アセスメントの導入京都府環境影響評価条例の一部改
（平成23年度から継続）正について



第７次水質総量削減計画について

平成２３年１２月

文 化 環 境 部

１ 計画等の趣旨

閉鎖性水域である瀬戸内海（大阪湾）の水質改善を図るため、瀬戸内海環境保全特

別措置法及び水質汚濁防止法に基づいて、環境大臣が策定する「化学的酸素要求量、

窒素及びりんに係る総量削減基本方針」（第７次基本方針／平成２３年６月改定）に沿

って、京都府における第７次総量削減計画の策定及び総量規制基準の改定を行う。

２ 計画等の内容

（１）総量削減計画

ア 削減目標（国の総量削減基本方針に沿って京都府の削減目標量（トン／日）を規定）

（参考）

削減対象物質 平成２６年度目標量 平成２１年度目標量

化学的酸素要求量 １８ ２０

窒素含有量 １５ １７

りん含有量 １．２ １．２

イ 対象地域 淀川流域の１０市７町１村

ウ 目標量達成の方途

▲

生活排水処理施設の整備等

・ 下水道の整備等

・ その他生活排水処理施設（浄化槽、農業集落排水処理施設等）の整備

・ し尿処理施設の整備

▲

総量規制基準の設定等

・ 一定規模以上の事業場に対する規制

▲

その他の発生源に係る対策

・ 生活排水対策 ・中小規模の事業場に対する規制・指導

・ 農地からの負荷削減対策 ・ 畜産排水対策



▲

教育啓発等

・ 各種講習会等を通じた趣旨や内容の周知徹底

・ 府民に対する広報啓発

▲

その他

・ 底質汚泥の除去等 ・ 水質監視体制の整備

・ 調査研究

・ 中小企業に対する助成等

（２）総量規制基準

ア 対象事業場

日平均排水量５０m３以上の事業場（約１８０事業場）

イ 総量規制基準の設定方法等

事業場ごとに次の式で算出した一日当たりに排出を許容する汚濁負荷量（総量規

制基準）を設定、その遵守について監視指導

Ｌ ＝ Ｃ × Ｑ ÷ １，０００

Ｌ：総量規制基準（＝許容排出量）（kg／日）

Ｃ：業種区分ごとに定めるＣＯＤ等の量（mg／㍑）

Ｑ：事業場の排水量（m３／日）

ウ 今回の改正点

環境省告示に従い２１５業種等区分ごとに定める排出濃度を見直し、化学的酸

素要求量についてはし尿処理業ほか６業種区分、窒素含有量については畜産農業ほ

か２業種区分、りん含有量については畜産農業（１業種区分）について、それぞれ

基準を強化



京都府環境を守り育てる条例施行規則の一部改正について

平成24年12月

文 化 環 境 部

１ 改正の趣旨

平成24年５月に、国において水質汚濁防止法施行令等が一部改正され、水質汚濁防

止法に基づく特定事業場の排出水に係る有害物質及び排水基準が追加されたことに伴

い、京都府環境を守り育てる条例に基づき、府が独自に規制を行っている事業場（条

例規制対象事業場）の規制基準等について、所要の改正を行う。

２ 改正の内容

（１）排水に係る規制の追加

1,4-ジオキサンについて、国の改正による排水基準値と同じ基準値を設定し、条

例規制対象事業場に対して適用する。

物質の種類 排水基準値（許容限度）案

1,4-ジオキサン １リットルにつき0.5ミリグラム

（２）地下浸透禁止物質の追加

国の改正と同様に、1,4-ジオキサン、塩化ビニルモノマー及びトランス-1,2-ジク

ロロエチレンを条例規制対象事業場における地下浸透禁止の対象とする。

３ 今後のスケジュール

平成24年12月 12月府議会に最終案を報告

平成25年１月 京都府環境を守り育てる条例施行規則一部改正・施行



※参考

化学物質名 物質の特性

トランス-1,2-ジクロロエチレン 主に化学工業において染料や香料の製造溶剤等と

して使用。吸入による吐き気、嘔吐など人への健

康影響が確認されている。

塩化ビニルモノマー 主に化学工業等においてポリ塩化ビニル等の合成

原料として使用。人に対する発がん性が認められ

ている。

1,4-ジオキサン 主に化学工業等において有機合成反応溶剤として

使用。人に対する発がん性が指摘されている。



環境影響評価法及び府環境影響評価条例改正の概要

・

・

制度を巡る状況変化・課題 法改正事項 条例改正事項

補助金が交付金化されることに

より、これまで対象だった事業

が対象外となる可能性

風力発電事業の大幅な増加、騒

音等への苦情・鳥類への被害

（自主アセスでは住民参加が不

十分との指摘）

・ 事業実施段階では枠組が全て決

定されていて、柔軟な環境保全

の視点が困難な場合がある

(例えば、より有効な生物多様性

保全策が選択される可能性が低

くなるとの指摘)

戦略的環境アセスメント

対象事業

方法書・準備書段階

・ 事業の許認可権者が自治体の場

合、環境大臣の意見提出の仕組

みがない（例えば公有水面埋立

事業で、アセスが不十分との指

摘）

評価書段階

・ 報告・公表の仕組みがなく、事

後調査等の状況を住民や行政が

確認できない

(例えば、移植の失敗等が確認で

きず、生物多様性保全が確保で

きないとの指摘)

事後調査

◎交付金事業を対象事業に追加

○規則改正（H24.10. 1施行）

風力発電事業の追加
第１種事業 1,500kW以上

（政令改正）
風力発電事業を追加

第１種事業 10,000kW以上
第２種事業 7,500kW以上

◎条例改正の検討

戦略的環境アセスメントの
手続の新設

◎戦略的環境アセスメントの手
続の新設（配慮書手続）

事業の位置、規模等の検討段

階で環境影響評価を実施

◎条例改正（H24. 4. 1施行）

・方法書段階における説明会の

開催、

・方法書及び評価書の要約書の

作成を義務化

・インターネット公表の義務化

（法アセス関係）

・市長が直接意見を述べる場合

の知事意見作成手続の整理

◎方法書段階における説明会の
開催及び要約書作成を義務化

◎評価項目等の選定段階におけ
る環境大臣の技術的助言

◎事後調査等に係る手続の具体
化
評価書に盛り込まれた事項

等に関する事業実施中の調

査・措置等の公表等

◎条例改正（H25. 4. 1施行）

（法アセス関係）

条例に規定する法事業に係る

事後調査手続との整理

工事中：法事後調査

供用後：条例事後調査

◎許認可権者が地方自治体であ
る場合の環境大臣助言手続の

創設

法改正の概要

○ 法施行後１０年が経過し、社会状況の変化や法及び条例の運用実態から明らかになった課題に対応
するため、法及び政省令が改正され、条例及び規則についても法改正事項を踏まえ、府環境審議会の
答申を受け、平成２３年度中に第１次の改正を実施。

○ 戦略的環境アセスメントについては、法と条例の対象事業の違い等を踏まえ、継続審議とし、平成

２４年１１月に審議を再開。

◎インターネット公表の義務化
◎政令で定める市から事業者へ

の直接の意見提出

（改正前：市長→知事→事業者）

・

・

・

・

方法書の分量が多く、専門的

（例えば、コミュニケーション

不足との指摘）

方法書段階で環境大臣の意見提

出の仕組みがない

行政手続電子化の進展

地方分権の進展、都道府県も市

も条例を有する場合に審査スケ

ジュールが困難


